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第５章 長寿命化の実施計画 

１ 基本的な方針等を踏まえた保全に係る基準の設定 

（１）建築物の望ましい目標使用年数 

 長寿命化とは、構造躯体の健全性を維持し、物理的な耐用年数近くまで建物を使用することです。

建物は躯体が健全であれば、躯体以外の部分を修繕・改修・交換することで長く使用できます。 

建物の望ましい目標使用年数は構造種別により異なり、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリー

ト造、及び重量鉄骨造について高品質の場合は 80 年から 120 年となります。構造躯体の物理的

な耐用年数は、施工時の状況やその後の使用状況及び立地環境によって異なります。そこで下表に

より、高品質の場合の下限値、普通品質の場合の上限値である 80 年を採用することが適当です。 

【図表 5-1-1 建築物の望ましい目標使用年数】 

 

 

 

 

 

 特に、鉄筋コンクリート造では、日本建築学会「JASS５ 鉄筋コンクリート工事の建築工事標準

仕様書」にて計画供用期間の級が設けられており、計画供用期間に応じた性能設計の考え方が明確

になっています。施設の長期活用の観点より、新たに建替えを行う施設においては、適切な維持管

理を前提として、上表における高品質の場合の中央値である 100 年を目標使用年数とします。ま

た、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造においても、計画的な点検・補修などを行うことを前提とし

て、同一の目標使用年数とします。 

【図表 5-1-2 JASS５による計画供用期間と耐久設計基準強度】 

 

 

 

 

 

  

目標とする使用年数は、現状の施設については 80 年、今後建替える施設 100 年と設定します。 

ただし、目標使用年数の時点で躯体の健全性が確認できればさらに長く使うことも検討します。 
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出典：建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会） 
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調査

評価
項目

（例示）

鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造 木造

現地目視調査及び材料試験 現地目視調査 現地目視調査

➢ コンクリート圧縮強度
➢ 中性化深さ
➢ 鉄筋かぶり厚さ
➢ 鉄筋腐食状況
➢ 屋上・外壁の漏水状況

➢ 筋かいのたわみ
➢ 鉄骨腐食状況
➢ 非構造部材の取付部・

設備・二次部材安全性
➢ 屋根・外壁の漏水状況

➢ 土台・柱・梁の腐朽
➢ 柱・梁の傾斜
➢ 床のたわみ、床鳴り
➢ 屋根・外壁の漏水状況

躯体の詳細な調査に加えて経済性や教育機能上

などの観点から総合的に判断する

 

（２）長寿命化判断のために今後必要な調査 

 耐震診断時に行った調査は、圧縮強度等の限られた情報による評価であり、また、中性化深さや

鉄筋の腐食度は経年により進行します。そのため、「長寿命化に適さない」評価と判定された建物

と、「長寿命化に適する」評価と判定された建物でも 10 年以上前の古いデータであれば、工事実

施時に耐力度調査に準じた構造躯体の詳細な調査を行う必要があります。 

 詳細な調査では、鉄筋コンクリート造については、コア抜き、はつり調査を実施し、鉄筋の腐食

度、圧縮強度、中性化深さの測定を行います。 

 また、鉄骨造の建物については、材料試験を行わず、現地目視調査にて判断します。不同沈下、

建物の傾き、外壁のひび割れ、構造部材のサビ・腐朽・座屈・破断等の有無について目視にて調査

を行います。 

【図表 5-2 今後必要となる調査】 
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• 施設の安全性と運営にとって重要な部位・設備（外壁・屋根・屋上防水・受変電・空調等）につ

いては、20年周期を標準とし、その時の状況を見た上で、計画的に改修・更新する（劣化等の状

況により、実施時期が前後することがある。）。 

• 躯体を長期に（今後建替える施設においては 100 年程度）使う上で、中間年（40～50 年）をめ

どに、躯体の詳細調査を実施し、必要なものには躯体改修工事を行う。 

• 中間年（40～50 年）をめどに、躯体以外の部位・設備についても、内装、設備、配管を含めた全

面的な改修を行う。 

• その際、施設に求められるバリアフリー、防災機能等の機能向上についても、その時の個別施設

の状況やニーズに応じて、費用対効果を吟味しつつ可能な限り対応する。 

（３）長寿命化の基本的な考え方と修繕・改修サイクル 

 建物の目標使用年数を従来の 60 年から、現状の施設においては 80 年、今後建替える施設にお

いては 100 年に延伸し、長寿命化のための整備レベルと更新周期の設定を検討します。用途・規

模・立地などによって劣化状況は異なるため、改修実施段階では個別に対応を決めなければなりま

せんが、目安として、標準のサイクルを以下のように定めます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 5-3 計画的な保全による長寿命化の考え方※100 年の場合】 
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建替え
修
繕

建替えまで10年以上あり、
Ｃ Ｄ評価がある場合

安全確保

機能回復修
繕

実態・課題

方向性
（判定）

解体

耐力度調査と経済性により
最終判断

安全確保

建替え

建替え
機能回復
機能向上

機能回復

機能回復
機能回復
機能向上

建替え

修
繕

修
繕

機能回復

老朽化が著しく進行するなど、躯体の補修が必要な場合には、長寿命化しても機能回復に多くの

コストがかかり必要な機能回復が行えない、または経済性からみて非効率となる場合があります。

このため、躯体の詳細調査で圧縮強度 13.5Ｎ/㎟未満の校舎や旧耐震基準で建てられた校舎の内、

より基準の古い 1971（昭和 46）年以前に建てられたものは、躯体補修にコストをかけた上で長

寿命化を行っても、費用対効果が薄いとみて、計画の策定段階では建替えとして試算するものとし

ます。 

建替え型…長寿命化しても、躯体の補修にコストが必要となり、そのぶん必要な機能向上にかけ

られるコストが少なくなる可能性がある上、残り使用年数が短い建物。 

例）コンクリート圧縮強度 13.5N/㎟ 以下の建物。 

1971（昭和 46）年以前のＲＣ造の建物（建築基準法改正前、帯筋間隔の構造

規定改正前の建物であり、現行と異なる基準で建築されている可能性があるた

め）。 

 長寿命化型…上記以外の建物 

 

効率的に整備を行うためには全棟一律ではなく、建物の実態に応じた整備方法を使い分ける必要

があります。劣化状況と今後の方向性を踏まえ、各建物を実態に応じて区分分けし、最適な今後の

修繕・改修サイクルを設定します。 

【図表 5-4 建物の実態・課題に応じた今後の修繕・改修サイクルの選択例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿命化改修実施前には建物の状態を確認した上で、長寿命化が可能か判断することとします。 

中規模改修・長寿命化改修については、改修する部位をまとめて対応することで、仮設の効率化

と国庫補助の活用を図ります。劣化は日々進行していくため、中規模改修、長寿命化改修を当面予

定しない建物でも、劣化している部位がある場合は個別に対応し、躯体の劣化への影響を防ぎ、施

設利用者の安全に配慮します。  
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（４）整備レベル 

原則として、すべての児童・生徒が、時代の趨勢にあった環境で等しく教育を受けることができ

るよう、基本的な整備水準を確保して、学校施設の整備を実施します。 

建設当初は標準的な整備水準だった建物でも、断熱性能や照明の明るさなど、現在求められる水

準には届かなくなっていきます。さらに第 2 章の「学校施設の目指すべき姿」に記載した視点とし

て、バリアフリーや防災・防犯機能、新たな学びのスタイルへの対応など、さらなる機能向上が求

められており、これらの要求に対して改修時に対応する必要があります。このため、本計画に基づ

き改修等を実施する際は、単に建築時の状態に戻すのではなく、時代のニーズに応えた教育環境へ

の対応を進めます。改修に当たっては、一律整備レベルを引き上げるのではなく、あらかじめ改修

内容を複数設定し、施設の状況によって最適な内容を選択します。 

 

【図表 5-5 校舎の整備レベル例】 
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【図表 5-6 学校施設バリアフリー化推進指針等】 

文部科学省「学校施設バリアフリー化推進指針」等より抜粋 

 

 学校施設のバリアフリー化等の推進に関する基本的な考え方  

１ 学校施設のバリアフリー化等の視点  （主な改訂内容） 

・インクルーシブ教育システムの理念を構築し、障害のある児童生徒等の教育環境を充実していく重要性を明記 

・バリアフリー法改正を踏まえ、既存施設も含めた学校施設のバリアフリー化を一層推進していく重要性を明記 

・校舎や屋内運動場などの建物内部はもとより、敷地内の経路等も含めたバリアフリー化の重要性を明記 

・障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との交流及び共同学習の円滑な実施への配慮の重要性を明記 

・良好な避難生活など求められる防災機能を発揮できる学校施設として計画していくことの重要性を明記 

２ 既存学校施設のバリアフリー化の推進  （主な改訂内容） 

・バリアフリー化の整備計画の策定に際し、学校施設を利用する地域の障害者、高齢者、妊産婦等の意見を聞き、

検討することの有効性を明記 

・バリアフリー化の整備計画の策定に際し、学校施設のバリアフリー化の現状に加え、配慮を要する児童生徒や教

職員の在籍状況、避難所の指定状況等を調査し、安全かつ円滑な利用に対する障壁を的確に把握すること、重点

的・優先的に対応すべき施設・設備を明確化し整備目標を設定すること等の重要性を明記 

・学校施設の長寿命化改修の機会の活用を含めたバリアフリー化の重要性を明記 

 公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する令和 12年度末までの国の整備目標  

・バリアフリートイレについて、避難所に指定されている全ての学校に整備する。 

・スロープ等による段差の解消について、全ての学校に整備する。 

・エレベーターについて、要配慮児童生徒等が在籍する全ての学校に整備する。 

 令和２年５月、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律及び同法施行令の一部改正に

より、一定規模以上の新築等を行う場合に建築物移動等円滑化基準の適合義務の対象となる特別特定建

築物として、公立の小中学校等が新たに位置付けられました。既存の当該建築物についても同基準の適

合の努力義務が課せられることとなることから、学校施設のバリアフリー化をより一層推進していく必

要性が高まっています。 

 新たに学校施設を整備する際には、児童生徒、教職員、保護者、地域住民等の多様な人々が利用しや

すいように、ユニバーサルデザインの観点から計画・設計することが重要です。また、既存施設におい

ても、ユニバーサルデザインの考え方を念頭に、児童生徒等が安全かつ円滑に施設を利用する上で障壁

となるものを取り除くための方策等について十分に検討し、必要に応じて段階的な整備を行うなど、計

画的にバリアフリー化を推進することが重要です。 
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【図表 5-7 学校施設の防災機能強化の例】 

文部科学省 「災害に強い学校施設の在り方について」 より抜粋 
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【図表 5-8 スペースを活かした学校づくりの例】 

文部科学省文教施設部  「学校施設のあり方に関する調査研究協力者会議 資料」より抜粋 

 

  小学校のクラスルーム・教室の高機能化 

▲糸魚川市立糸魚川小学校 ▲武蔵野市立大野田小学校 ▲湘南学園小学校 
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（５）整備の単位の考え方 

最終的な整備の判断は、学校施設ごとの今後の方向性を踏まえて行います。現在余剰教室があ

り、児童・生徒数が今後さらに減少するような学校では諸室の配置を見直し、一部建物の使用の

中止や改築時に適正規模に見直すなど、適正な規模や配置を検討する必要があります。このよう

な改善は棟単位ではなく学校単位でなければ考えにくく、大きな効果も出にくいため、各施設の

建物の状況を踏まえた上で学校単位の整備スケジュールを検討することが望ましいといえます。 

 

（６）整備方式及び基本的な整備方針の検討 

実施計画の策定にあたっては、基本的な整備の方針に従い一定の条件でコストシミュレーショ

ンを実施し、今後計画を進めるために必要となるコストや計画期間、スケジュールなどを検証す

る必要があります。検討にあたっては、建替えと長寿命化の使い分け、建替え期間を考慮したコ

ストシミュレーションを実施し、今後の方向性及び実施計画を策定しました。 

※各種コストシミュレーションの結果は資料編参照 
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さらなる改善
・個々の施設の実態に応じた改修内容、改修範囲の設定
・管理、運営面を含めた改善による効果
・適正規模化・適正配置や施設のさらなる有効活用

横断的な改善検討
により財政負担の
圧縮を目指す

２ 改修等の優先順位付けと実施計画 

（１）今後の方向性（長期計画（30 年）） 

建替え時に築 80 年を超えないようにスケジュールを設定し、計画的な整備を進めた場合、10

年間に必要なコストは、長寿命化改修等を適宜実施した場合も含めて、155 億円/年になります。

この金額は、これまでの実績の８倍にあたります。 

しかし、スケジュールを延伸し、各年のコストを抑えると、古い建物の多くは建替えられず、築

80 年以上使用することになります。長期に渡る使用に耐えるために、さらに長寿命化改修が必要

になり、直近の年度に築 50 年以上の建物に長寿命化を実施することになり、コストが集中してし

まいます。コストのかい離は大きく、今後継続的な老朽化状況の把握により、効率的な維持保全を

行い、修繕・改修コストを縮減するなど維持保全面の改善を続けることは必須となりますが、ハー

ド面以外でも改善を図り、コストの縮減や財源の確保を行うことが必要です。 

 

【図表 5-９ 今後 30年間のコストシミュレーション】 
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• 今後 10 年で対応する整備について内容を検証し、施設・建物の実態に応じた適切な整備水準を

設定するとともに、10 年間の対象以外の学校についても、継続的な劣化状況の把握により、安

全を確保しながら効率的な維持管理を行う必要がある。 

• 諸室配置の見直しや児童・生徒数の変化に応じた適正規模化、適正配置を検討し、建物の維持管

理に要するコストの縮減を図り、各種補助金の適用検討や管理運営、事業手法の見直しなど、幅

広い視点による横断的な改善を図ることで計画の実行性を高めていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

【図表 5-10 参考資料 公立学校施設整備事業の概要】 

出典：「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」より 
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（２）直近 10 年間（令和 3 年度～令和 12 年度）の中期計画 

① 優先順位付けの考え方 

効率的に整備を進めるために、学校ごとの劣化状況や老朽化状況に応じて改修・建替えの順番を

設定します。まず、各建物について築年数と健全度をもとに点数付けをします。点数が大きいほど、

築年が古く劣化が進行していることを示します。屋内運動場・武道場は各棟この点数により優先順

位を付けますが、校舎は学校単位で評価するため、校舎の延床面積の加重平均を学校ごとの評価点

とします。 

【図表 5-11 評価点の計算方法】 

 

 

  

 

 

② 校舎・屋内運動場の評価点 

上記の優先順位付けの考え方に基づき、学校単位の校舎の点数付けと屋内運動場・武道場の点数

付けを行いました。今後、この評価点を考慮しながら建替え・長寿命化改修を順次実施していきま

す。直近 10年間に改修の時期を迎えない建物には、引き続き状態に応じて緊急的な部位改修や修

繕を行い、安全を確保します。また、整備の実施順は今後の建物の劣化の進行具合や施設の将来的

な方向性の検討により、適宜見直し、変更を行っていきます。 

 

【図表 5-12 校舎・屋内運動場の評価点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本表は、評価点算出時（令和２年度時点）のデータに基づき記載しています。 

 

計算式

校名
対象総面積

（㎡）
最古
築年

当該棟
築年

圧縮
強度

築年
平均

健全度
平均

評価点

広尾小学校・広尾幼稚園 5,730 1932 1974 13.4 67.3 60.8 86.9
臨川小学校・臨川幼稚園 5,692 1959 1971 12.8 49.5 57.7 70.6
代々木中学校 8,495 1961 1972 12.8 53.4 72.2 67.3
笹塚中学校 7,475 1961 1969 12.7 52.1 71.6 66.3
鳩森小学校 4,123 1974 1975 10.8 44.8 59.5 65.1
原宿外苑中学校 5,965 1964 1964 12.7 52.2 78.6 62.9
千駄谷小学校・千駄谷幼稚園 5,542 1970 1972 11.4 47.4 75.6 59.6
西原小学校 6,871 1969 1973 12.4 46.3 74.0 59.3
松濤中学校 7,193 1956 1956 9.1 45.4 78.2 56.3
猿楽小学校 4,855 1961 1961 10.0 46.4 81.5 55.6
幡代小学校 6,943 1967 1970 12.1 44.4 80.4 54.2
中幡小学校 8,022 1967 1967 11.9 40.4 80.3 50.2
加計塚小学校 6,547 1960 1974 11.3 39.4 85.3 46.7
長谷戸小学校 5,434 1968 - - 50.2 51.3 74.6
上原小学校 4,356 1964 - - 54.1 73.4 67.4
神南小学校 6,548 1964 - - 55.0 80.5 64.7
広尾中学校 7,884 1960 - - 51.1 79.7 61.3
笹塚小学校 5,661 1961 - - 50.5 79.5 60.8
鉢山中学校 5,849 1960 - - 52.3 85.2 59.7
富谷小学校 6,612 1964 - - 49.0 84.3 56.9
神宮前小学校 4,653 1969 - - 46.7 83.8 54.8
山谷幼稚園 434 1973 - - 46.0 49.8 71.1
本町幼稚園 417 1972 - - 47.0 55.1 69.5
常磐松小学校 5,351 1983 - - 36.0 67.2 52.4
上原中学校 14,100 2006 - - 13.0 88.6 18.7
渋谷本町学園 14,407 2012 - - 7.0 94.2 9.9
代々木山谷小学校 5,391 2008 - - 6.1 92.8 9.7

分類

①コンクリート圧縮強度
が13.5Ｎ/㎟以下

13校

②　1971年以前築
(帯筋間隔改正前)

8校

③　劣化有
3校

④　良好
3校
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校名
対象総面積

（㎡）
築年

圧縮
強度

築年
平均

健全
度
平均

評価点

鳩森小学校 624 1975 10.8 44.0 63.1 62.5
神南小学校 608 1964 20.1 55.0 67.8 71.1
富谷小学校 564 1968 37.1 51.0 84.3 58.9
笹塚中学校 1,709 1978 33.7 41.0 59.8 61.1
代々木中学校 1,541 1977 19.0 42.0 67.8 58.1
鉢山中学校 1,627 1977 19.5 42.0 75.4 54.3
原宿外苑中学校 1,531 1975 18.6 44.0 84.3 51.9
広尾中学校 1,789 1979 26.3 40.0 82.2 48.9
松濤中学校 1,789 1982 - 37.0 84.7 44.7
幡代小学校 1,781 1994 - 25.0 76.4 36.8
中幡小学校 3,106 1997 - 22.0 78.0 33.0
猿楽小学校 885 1996 - 23.0 84.3 30.9
加計塚小学校 2,130 2000 - 19.0 77.7 30.2
上原中学校 5,944 2006 - 13.0 82.8 21.6
渋谷本町学園 4,907 2012 - 7.0 92.8 10.6

①　圧縮強度13.5Ｎ/㎟以下

②　1971年以前築
(帯筋間隔改正前)

③　劣化有

④　良好

分類

【図表 5-13 屋内運動場の評価点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本表は、評価点算出時（令和２年度時点）のデータに基づき記載しています。 

 

③ 10 年間（令和 3 年度～令和 12 年度）の整備内容 

10 年間の計画は、①②にある優先順位付けの考え方を踏まえつつ、仮設校舎の整備方針等の各

建築指標を勘案し、具体的な整備計画として別途整理、公表します。 

令和７年度時点での令和３年度～令和 12 年度の整備計画は以下としています。 

 

 

【図表 5-14 10年間（令和３年度～令和 12年度）の整備内容】 
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【図表 5-15 今後 10年間の中期計画（案）】 
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